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搭乗手続きがスムーズ、かつ、
コンタクトレスに顔認証ではじまる
新しい空の旅

自動チェックイン機で照合したパスポート情報と顔画像を登録し、
あとは搭乗券やパスポートをご提示いただく必要はありません。
詳しいご利用手順等については、Face Expressの特設ウェブサイトをご覧ください。

7月より本格運用を開始した「Face Express」の自動チェックイン機

https://www.narita-airport.jp/jp/faceexpress/
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中間決算のポイント
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✈ 依然として厳しい経営環境が続く一方、旺盛な国際航空貨物の需要に加え、東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会の開催や、日本国内における夏季需要に対応する本邦LCC各社の
復便などもあり、航空取扱量は前年同期を大幅に上回り、国際線貨物便発着回数および国際
航空貨物取扱量は、年度上期として過去最高を記録。

✈ 増加する航空取扱量を受け、営業収益は2期ぶりの増収となり、営業損失、経常損失、親会社
株主に帰属する中間純損失、それぞれの損失幅は前年同期と比較し改善。

2021年度 上期振り返り

2021年度 通期業績予想

✈ 足元の航空取扱量を取り巻く外部環境が、前回発表（本年5月27日）時点に想定していた状
況から大きく変化がない一方、未だ国際的な出入国制限の緩和状況など不確定要因が多く、先
行きが不透明であることから、前回発表の航空取扱量見通しおよび通期業績予想を据え置く。

【参考】 前回発表時点での想定

航空取扱量見通し ： ワクチン接種等の進捗により、第3四半期から第4四半期にかけて国内線が回復に転
じ、国際線もこれに続いて徐々に回復すると想定

業績予想 ： 航空需要の回復が遅れていることに加え、成長投資のための費用増加等もあり、2期連続の損
失計上と予想するものの、損失幅は前期より改善
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Ⅰ. 2021年度中間期 航空取扱量 実績ハイライト



航空取扱量実績
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2020年度
中間期
（A）

2021年度
中間期
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

航空機発着回数
（万回）

4.8 6.5 1.7 134.5% 47.8%

国際線 3.8 5.0 1.2 130.6％ 46.5％

国内線 1.0 1.5 0.5 149.3％ 52.5％

航空旅客数
（万人）

136 262 126 192.6% 11.6%

国際線 52 93 42 181.3% 5.0%

日本人 14 22 8 159.9% 2.9%

外国人 18 33 16 188.0% 3.6%

通過客 20 38 18 189.9% 19.8%

国内線 84 168 84 199.5% 42.2%

国際航空貨物量

（万ｔ）
89 128 40 144.5% 126.0%

給油量
（万 kl）

85 119 34 139.5% 51.8%



国際線貨物便発着回数および貨物量は引き続き好調
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*旅客便などに搭載された貨物量も含まれる

2020年度
中間期
（A）

2021年度
中間期
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

国際線貨物便
発着回数

19,505 24,945 5,440 127.9% 202.8%

国際航空貨物
取扱量（t）*

889,056 1,284,626 395,570 144.5％ 126.0％

国際線貨物便
発着回数

国際航空貨物量
（t）年度 年度

2021 24,945 2021 1,284,626

2020 19,505 2004 1,149,939

2006 13,638 2017 1,138,504

2004 13,457 2006 1,105,612

2005 13,392 2018 1,104,865

国際線発着回数に占める貨物便・旅客便シェア *その他便を除く
*各年度上半期実績

貨物取扱関連 上位5年度（上期）順位表

12%

58% 52%

88%

42% 48%

0%

25%

50%

75%

100%

2019年度 2020年度 2021年度

国際線貨物便 国際線旅客便

*旅客便として集計している中には、旅客が搭乗せず、貨物のみを搭載して運航しているものも含まれる
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Ⅱ. 2021年度 中間連結決算ハイライト



2020年度
中間期
（A）

2021年度
中間期
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

332 400 68 120.6% 31.6%

空港運営事業 158 195 36 122.9％ 33.9％

リテール事業 36 41 5 114.1％ 8.1％

施設貸付事業 121 148 26 122.1％ 93.8％

鉄 道 事 業 14 14 0 100.1% 99.4%

営業費用 638 617 △21 96.6% 63.3%

営業利益 △306 △216 89 - -

空港運営事業 △309 △255 53 - -

リテール事業 △51 △40 11 - -

施設貸付事業 51 74 23 146.6% 97.6%

鉄 道 事 業 3 3 △0 97.9% 115.6%

経常利益 △301 △220 80 - -

親会社株主に帰属する
中間純利益

△424 △230 194 - -

中間連結決算概要
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（単位：億円）



セグメント別損益の状況①
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空港運営事業

（単位：億円）

2020年度
中間期
（A）

2021年度
中間期
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

158 195 36 122.9％ 33.9%

空港使用料収入 94 104 10 110.7％ 49.8％

旅客施設使用料収入 8 16 8 196.8％ 7.6％

給油施設使用料収入 29 41 11 139.5％ 51.8％

その他収入 26 32 6 124.3% 47.7%

営業利益 △309 △255 53 - -

（営業利益率） - - - - -



セグメント別損益の状況②
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リテール事業

（単位：億円）

2020年度
中間期
（A）

2021年度
中間期
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

36 41 5 114.1％ 8.1%

物販・飲食収入 17 20 3 118.1％ 5.0％

構内営業料収入 6 8 1 129.7％ 14.5％

その他収入 12 13 0 100.8％ 25.6％

営業利益 △51 △40 11 - -

（営業利益率） - - - - -



セグメント別損益の状況③
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施設貸付事業

（単位：億円）

（単位：億円）

鉄道事業

2020年度
中間期
（A）

2021年度
中間期
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

121 148 26 122.1％ 93.8％

営業利益 51 74 23 146.6% 97.6％

（営業利益率） 40.2% 48.5% - - -

2020年度
中間期
（A）

2021年度
中間期
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

14 14 0 100.1％ 99.4％

営業利益 3 3 △0 97.9％ 115.6％

（営業利益率） 26.6% 26.2% - - -



資金調達方針および格付け情報
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格付け情報

資金調達方針

市場からの資金調達に加えて、国との緊密な連携を強化し、
当面の安定的な資金確保に取り組む

格付け会社名 長期（アウトルック） 短期

格付投資情報センター（R&I） AA（安定的） a-1+

日本格付研究所（JCR） AA+（安定的） -

2021年度上期資金調達実績
 特別当座貸越…700億円
 社債発行………400億円

 支援施策パッケージ （2020年12月発表）に基づく、
無利子貸付（50億円）の借入れ完了（本年9月）

 令和4年度概算要求（国土交通省）において機能強化
事業を支援することを目的とした無利子貸付154億円を
計上（本年8月26日発表）

資金需要や収入動向等に関する
適切な情報把握の徹底

柔軟かつ機動的な調達に対応
機能強化等の投資案件に対する
国への公的支援等の要請



連結キャッシュ・フローの概要

13

2020年度
中間期
（Ａ）

2021年度
中間期
（Ｂ）

増減
(Ｂ)－(Ａ)

主要増減要因
(+)：増加、(ー)：減少

営業キャッシュ・フロー △150 △10 140 （+）税金等調整前中間純損失の改善

投資キャッシュ・フロー △526 △127 398 （+）固定資産の取得による支出の減少

フリー・キャッシュ・フロー △677 △138 538

財務キャッシュ・フロー 1,644 444 △1,199 （-）前中間連結会計期間中の財政融資資金の調達

現金及び現金同等物の
期末残高

1,352 1,891 539

295
404 401

△ 150

△ 10
△ 99

△ 127
△ 168

△ 526

△ 127

196
276

233

△ 677

△ 138

△ 800

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

2017年度

中間期

2018年度

中間期

2019年度

中間期

2020年度

中間期

2021年度

中間期

営業キャッシュ・フロー

投資キャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー

（単位：億円）

（単位：億円）
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Ⅲ. 2021年度 連結業績予想



2021年度 航空取扱量見通し
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 2021年度航空取扱量見通しは、2021年内は2020年度水準からの大幅な回復は見込まないものの、ワクチン接種が進
捗することなどで新型コロナウイルスの感染が沈静化に向かうことにより、航空取扱量は第3四半期から第4四半期にかけて
国内線が回復に転じ、国際線もこれに続いて徐々に回復すると想定しております。

 足元の状況は期初に想定していた外部環境から大きな変化が無いものの、今後については、未だ国際的な出入国制限の
緩和状況など不確定要因が多く、先行きが不透明であることから、当初の見通しを据え置くこととしました。

2020年度
実績
（A）

2021年度
見通し
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

航空機発着回数
（万回）

10.6 11.9 1.3 112.3 46%

国際線 8.6 9.6 1.0 111.6 47％

国内線 2.1 2.3 0.2 109.5 41％

航空旅客数
（万人）

325 510 185 156.9 12%

国際線 127 230 103 181.1 7%

国内線 198 280 82 141.4 38%

国際航空貨物量

（万ｔ）
209 214 5 102.7 105%



2020年度
実績
（A）

2021年度
見通し
（B）

増減
(B)ー(A)

％
(B)／(A)×100

【参考】
コロナ禍前比

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

718 800 81 111.4% 34%

空港運営事業 348 400 51 114.7％ 37％

リテール事業 83 100 16 119.2％ 11％

施設貸付事業 255 260 4 101.6％ 85％

鉄 道 事 業 29 29 △0 97.9% 97%

営業費用 1,293 1,420 126 109.8% 72%

営業利益 △575 △620 △44 - -

空港運営事業 △594 △620 △25 - -

リテール事業 △99 △110 △10 - -

施設貸付事業 112 100 △12 89.2% 76%

鉄 道 事 業 7 7 △0 93.3% 114%

経常利益 △573 △660 △86 - -

親会社株主に帰属する
当期純利益

△714 △670 44 - -

2021年度 連結業績予想
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（単位：億円）
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Ⅳ. 足元の経営トピックス
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成田空港の更なる機能強化の概要

現在実施中の現地調査

埋蔵文化財調査 土質調査及び測量調査 環境保全措置 用地取得に向けた現地調査

 成田空港の更なる機能強化は、「B滑走路の延伸（滑走路長2500m⇒3500m）」、「C滑走路の新設（滑走路長3500m）」、
「夜間飛行制限の緩和」の３つの方策により年間発着容量を現状の30万回から50万回に拡大するものである。

 2020年1月末に、国から航空法の許可を受けたことから、現在は、2028年度末の供用に向けて、整備計画を具体化するために各
種調査を実施している。



LCCによる航空取扱量は着実に増加
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2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

国際線 国内線

30.3%69.7%

2.4%

97.6%

78.1%21.9%

19.7%80.3%
LCC

FSC

国内線

2012年度
LCC6社

2019年度
LCC20社

国際線

国内線

国際線

約7万5千回

約1万3千回

（万回）

JAL

航空旅客数に占めるLCC旅客数シェア

LCC発着回数推移

 成田空港の国内線にLCCが就航を開始した2012年から、コロナ禍前の2019年までの間、国内線LCC旅客数は5倍
以上、国際線LCC旅客数は9倍以上増加し、成田空港全体の航空旅客数を押し上げてきました。

 現在は新型コロナウイルスの影響により、取扱量は一時的に減少しているものの、LCC事業を有する本邦航空会社におい
ては、ポストコロナを見据えた航空需要の回復にいち早く対応できるようLCC事業の強化を進めています。

本邦各社LCC事業の強化への取り組み

 本邦初の中長距離LCC「ZIPAIR TOKYO」の就航を

はじめ、成田空港をハブとするLCCブランドを順次強化

 peachにおける新路線の拡充や、中・低単価需要を

取り込むことを狙う第３ブランドの立ち上げを準備

ANA

日本航空およびANAホールディングス決算説明会資料より

就航LCC社数は冬期スケジュール期初時点

第3ターミナル供用開始

51%

49%



第3ターミナル（LCC専用ターミナル）増築プロジェクト
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・ 既存のローコストターミナル
デザインコンセプトの踏襲
・トラックによる動線案内、
壁面等に大型ピクトの掲出

・到着ロビーから到着カーブサイド（乗車）への動線短縮
・乗車場・降車場のエリア分けによる案内の明確化

【前面カーブサイド整備】

【旅客ターミナル機能の増築】

・完全歩車分離による安全な通路
空間の確保（下図イメージ）
・傾斜路解消による歩行性向上と視
認性の確保

【アクセス通路盛り替え】

第3ターミナル
本館

第5貨物ビル
撤去

 年々増加するLCC需要に対応するため、第5貨物ビル（上図点線部）
を撤去し、延べ床面積を約7.4万㎡から10.9万㎡に増築

 旅客処理能力も年間900万人から1,500万人に増加するのみならず、
サービス面・アクセス面の利便性向上も実施

至空港第2ビル駅

第3ターミナル増築プロジェクト(概要)…2022年3月完成予定*

*一部は同年9月末まで



「顔パス」による搭乗手続き Face Express

①自動
チェックイン機
（登録）

②自動手荷物預け機
（顔認証で本人確認） ③保安検査場入口

（顔認証で“顔パス”）

④搭乗ゲート
（顔認証で“顔パス”）

 顔認証技術を活用したいわゆる「顔パス」による搭乗手続きを7月19日から本格運用開始

 各チェックポイントで、航空会社スタッフとお客様が本人確認のために接触することなく、顔認証（非接触）だけで搭乗
が可能になり、安心・安全な空の旅が可能に
⇒対面機会・接触機会の低減により、お客様・空港スタッフの感染リスクを低減

FaceExpress利用イメージ

パスポート・
搭乗券の提示
が不要に!

非接触で搭乗手続き
が可能に！

ContactlessContactless
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＜運用＞

 コロナ対応を踏まえた選手・関係者の動線設定

 選手団の大量の荷物の円滑な返却・運搬

＜施設＞

 選手村におけるチェックイン荷物の受入施設の整備

 ユニバーサルデザイン対応の強化(当事者参加、エレベーター増設など)

＜体制＞

 案内誘導体制の構築

 関係機関との情報連携体制の構築

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会における対応

 成田空港では、東京2020大会に参加する選手・関係者を安全・円滑に受け入れるため、オペレーション計画の策定や必
要な施設整備などを実施し、大会の公式空港として東京2020大会の成功に貢献。

機運醸成

選手・関係者の安全・円滑な受け入れ

＜大会ルック装飾＞
期間 2021年4月14日～大会終了まで
場所 第1旅客ターミナルビル、第2旅客ターミナルビル

＜草文字 「TOKYO2020」＞
期間 2021年6月18日～大会終了まで
場所 A滑走路西側、B滑走路東側

22



お客様・空港従業員の安全・安心の確保
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従来の感染対策に加え、来たる航空需要の回復に向けて、

お客様と空港スタッフの疾病感染リスクの一層の低減
につながる施策の強化を図る

成田空港における職域接種の実施
（2021年7月～10月）

＜会場＞空港内貨物地区

貨物管理ビル7F (900㎡）

＜対象＞空港内事業所に勤務する

従業員1万6000人

＜主催＞NAA、(学法)日本医科大学

千葉北総病院

＜協力＞ANA、JAL、ヘイ株式会社

飛沫感染防止フィルム

マスクの着用 アルコール消毒液の設置 ソーシャルディスタンスマーカー
の設置

*トレー返送中に自動でUVライトを照射し、トレーの両面を消毒・殺菌を行い、また、
国際基準に準拠した遮蔽機構を備えているため、人体への影響はありません。

保安検査場におけるUV機器の導入*
（2021年12月～順次）

 検査トレーに付着した、コロナウイルスを含む細菌やウイルスを99.9%死滅さ

せる自動消毒・殺菌機器（UVモジュール）を日本の空港として最多導入

予定

UVモジュール



組織の改編
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2021年7月1日付 組織改編

 【サステナビリティ推進室】の設置

 持続可能な空港運営の推進及び中長期的な経営戦略の再構築を図るうえでの基盤となるサステナビリティを推進

することを目的として、サステナブルＮＲＴ2050をはじめとする環境施策及びＥＳＧに係る全社的な施策の進捗

管理を担当。

 【DX推進部】の設置

 社内業務及び空港オペレーションのデジタルトランスフォーメーションに係る取り組みを担当。

 【CS・ES推進部】の設置

 成田空港の持続的成長に向けた競争力強化を目的として、顧客体験価値の提供に繋がる空港全体の従業員

満足度（ＥＳ）向上に係る全社的な取り組みを担当。

 【財務計画室】の設置

 健全な経営基盤の構築に向けた財務経理活動 の推進を目的として、従来のＩＲ業務に加え、より 計画的な資

金調達やＮＡＡグループ全体の更なるコスト削減の推進等 に係る取り組みを担当。



25

エコフォトギャラリー2021 「成田国際空港エコ・エアポート推進協議会会長賞」受賞作品

ⅴ. 参考資料



【中間期】連結決算推移（民営化以降）
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【通期】連結決算推移（民営化以降）
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方面別国際線旅客便・貨物便発着回数（2021年度上期）
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【中間期】航空機発着回数・航空旅客数推移（民営化以降）
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【通期】航空機発着回数・航空旅客数推移（民営化以降）
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債務償還の見通し（連結）
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（単位：億円）
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長期債務残高と平均金利の推移（連結）
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財政状態（NAAグループ中間連結貸借対照表）
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（2021年9月30日）

流動資産 4,763億円

有形固定資産 7,339億円

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
その他

流動負債 1,310億円
※単位は億円未満切捨て

社債（1年超）
長期借入金（1年超）
その他

3,440億円
4,122億円

272億円

固定負債 7,834億円

無形固定資産 124億円
投資その他 80億円

資産合計 12,306億円 負債・純資産合計 12,306億円

純資産
3,161億円

資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他包括利益

非支配株主持分

自己資本比率
25.0％

1,197億円
619億円

1,256億円
7億円

81億円

3,602億円
343億円
154億円

3,108億円
124億円

6億円

【長期債務残高】

社債 3,890億円
長期借入金 4,079億円
無利子借入 50億円

計 8,019億円

社債（1年内）
短期借入金
長期借入金（1年内）
その他

450億円
600億円

7億円
253億円



普通社債（一般担保付※）の発行実績

格付会社 長期（アウトルック） 短期 更新日

格付投資情報センター（R&I） AA （安定的） a-1+ 2021年9月30日

日本格付研究所（JCR） AA+ （安定的） ― 2021年5月21日

※ 成田国際空港株式会社法第７条に基づく

34

回 号 発行総額（億円） 年限（年） 利率（％） 発行価格（円） 応募者利回り（％） JGBスプレッド（bp） 発行日 償還日
第11回 200 10 1.067 100.0 1.067 T＋12 2012. 2.20 2022. 2.18
第12回 100 10 0.879 100.0 0.879 T＋6 2012. 9.20 2022. 9.20
第13回 200 10 0.802 100.0 0.802 T＋7 2013. 2. 8 2023. 2. 8
第14回 100 10 0.894 100.0 0.894 T＋8 2013. 7.24 2023. 7.24
第15回 200 10 0.739 100.0 0.739 T+12 2014. 2.20 2024. 2.20
第16回 200 10 0.570 100.0 0.570 T+8 2014.10.28 2024.10.28
第17回 250 10 0.489 100.0 0.489 T+13 2015. 2.20 2025. 2.20
第18回 160 10 0.556 100.0 0.556 T+23 2015.10.30 2025.10.30
第19回 200 10 0.275 100.0 0.275 T+23 2016. 2.18 2026. 2.18
第20回 50 10 0.105 100.0 0.105 T+20 2016. 8.23 2026. 8.21
第21回 100 20 0.427 100.0 0.427 T+14 2016. 8.23 2036. 8.22
第22回 100 10 0.230 100.0 0.230 T+17 2016.12.16 2026.12.16
第23回 100 20 0.677 100.0 0.677 T+13 2016.12.16 2036.12.16
第24回 100 10 0.250 100.0 0.250 T+20 2017.12.18 2027.12.17
第25回 50 20 0.671 100.0 0.671 T+10 2017.12.18 2037.12.18
第26回 130 10 0.250 100.0 0.250 T+20 2018. 3.12 2028. 3.10
第27回 50 20 0.657 100.0 0.657 T+10 2018. 3.12 2038. 3.12
第28回 50 5 0.050 100.0 0.050 ー（※） 2018.10.22 2023.10.20
第29回 100 10 0.319 100.0 0.319 T+17.5 2018.10.22 2028.10.20
第30回 50 20 0.770 100.0 0.770 T+11.5 2018.10.22 2038.10.22

第31回 50 5 0.050 100.0 0.050 ー（※） 2019. 1.29 2024. 1.29

第32回 100 10 0.220 100.0 0.220 T+20.5 2019. 1.29 2029. 1.29
第33回 50 20 0.599 100.0 0.599 T+11.5 2019. 1.29 2039. 1.28

第34回 100 10 0.080 100.0 0.080 ー（※） 2019. 9.19 2029. 9.19

第35回 50 20 0.270 100.0 0.270 ー（※） 2019. 9.19 2039. 9.16
第36回 100 10 0.200 100.0 0.200 T+19.5 2020. 1.29 2030. 1.29
第37回 50 20 0.424 100.0 0.424 T+11.5 2020. 1.29 2040. 1.27
第38回 150 10 0.195 100.0 0.195 T+17.5 2020. 10.28 2030. 10.28
第39回 150 15 0.409 100.0 0.409 T+16.5 2020. 10.28 2035. 10.26
第40回 50 18 0.529 100.0 0.529 T+17.5 2020. 10.28 2038. 10.28
第41回 150 20 0.575 100.0 0.575 T+17.5 2020. 10.28 2040. 10.26

第42回 150 1 0.001 100.0 0.001 ー（※） 2021.9.16 2022. 9.16

第43回 150 5 0.050 100.0 0.050 ー（※） 2021.9.16 2026. 9.16
第44回 100 10 0.185 100.0 0.185 T＋14.5 2021.9.16 2031. 9.16

（※）絶対値でのプライシングを実施



政府との関係
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 成田国際空港株式会社法[平成15年法律第124号]

規制・認可・支援事項 概 要

規
制

事
項

○国土交通大臣が定める基本計画への適合義務がある
■成田国際空港及び航空法に規定する航空保安施設の設置及び管理は、国土交通大臣の定める基本
計画に適合しなければならない

国
土
交
通
大
臣
の

認
可
事
項

○事業の範囲は法律で定められている ◆空港施設の建設・管理、空港内での店舗運営などの事業以外の事業を行う場合

○重要事項については国の認可が必要

◆定款変更等 ◆定款変更、剰余金の配当・処分、合併、分割及び解散決議

◆事業内容及び事業計画 ◆当該事業年度の事業計画の提出

◆代表取締役の選定、監査役の選任 ◆代表取締役の選定、解職及び監査役の選任、解任

◆剰余金の配当・処分

◆重要財産の譲渡等 ◆国土交通省令で定める重要財産の譲渡、担保に供する場合

◆社債募集、資金借入等 ◆社債（短期社債を除く）の募集、又は弁済期限が１年を超える資金を借り入れる場合

財
政
支
援

●政府出資 ●公共性維持、大規模災害等に伴う政府の財政支援

●資金貸付 ●公共性維持、大規模災害等に伴う政府の財政支援

●債務保証 ●社債に係る債務に対する債務保証契約

●一般担保 ●会社の財産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利

 政府の政策目標との関係性
観光ビジョン実現プログラム2019（観光立国推進閣僚会議決定）
成長戦略フォローアップ(2019) (未来投資会議、閣議決定)

観光白書(R3年度版)(閣議決定)

 首都圏空港の発着容量を世界最高水準の年間約100万回に拡大する。

 (中略)

 成田空港についても、本年度中の高速離脱誘導路の整備により、令和２年までに年間約

４万回の発着容量拡大を実現する。また、本年冬ダイヤからA滑走路の夜間飛行制限を緩

和し、さらに第３滑走路の整備等に向けた取り組みを着実に進め、年間約16万回の発着

容量拡大を目指す。

 (前略)新型コロナウイルス感染症拡大を受けても我が国

の「自然」「気候」「文化」「食」といった魅力は何ら失われ

ておらず、2030年6,000万人の訪日外国人観光客の目

標達成に向け、官民一体となって観光業の体質強化や

観光地の再生に取り組む。



終わりにあたって
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 本資料は、当社の業績等について投資家の皆様に情報提供することを目的としたもの
であり、債券の募集又は売出を意図したものではありません。

 本資料の内容については、将来の予測や見通しに関するものが含まれておりますが、こう
した将来の予測等には不確定な要因を含んでおり、将来の業績等を保証するものでは
ありません。

 将来の業績等については、様々な要因により変化するものであることをご承知おきくださ
い。

成田国際空港株式会社 財務部 財務計画室

TEL：0476（34）5838 同5489




